
法律第五十五号（平二九・六・九） 

  ◎港湾法の一部を改正する法律 

 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）の一部を次のように改正する。 

 第二条の二の次に次の一条を加える。 

 （国際旅客船拠点形成港湾の指定） 

第二条の三 国土交通大臣は、主として本邦の港と本邦以外の地域の港との間の航路に就

航する旅客船（以下「国際旅客船」という。）の利用に供され、又は供されることとな

る国土交通省令で定める規模その他の要件に該当する埠頭（以下「国際旅客船取扱埠

頭」という。）を有する港湾のうち、船舶乗降旅客数その他の国土交通省令で定める事

情を勘案し、当該国際旅客船取扱埠頭を中核として官民の連携による国際旅客船の受入

れの促進を図ることにより国際旅客船の寄港の拠点を形成することが我が国の観光の国

際競争力の強化及び地域経済の活性化その他の地域の活力の向上のために特に重要なも

のを、国際旅客船拠点形成港湾として指定することができる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めるところ

により、その旨を公示しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、第一項の国際旅客船拠点形成港湾（以下この項及び第五十条の十六

第一項において単に「国際旅客船拠点形成港湾」という。）について指定の事由がなく

なつたと認めるときは、当該国際旅客船拠点形成港湾について指定を取り消すものとす

る。 

４ 第二項の規定は、前項の規定による指定の取消しについて準用する。 

 第三条の二第二項中第六号を第七号とし、第五号の次に次の一号を加える。 

 六 官民の連携による港湾の効果的な利用に関する基本的な事項 

 第三条の二第三項中「考慮して」を「考慮するとともに、国際観光の振興のため果たす

べき港湾及び開発保全航路の役割に配慮して」に改める。 

 第十二条第四項中「第二項」の下に「（第五十条の二十一において準用する場合を含

む。）」を加え、「同条第五項」を「第四十五条第五項」に改める。 

 第三十九条第一項中「左の各号に」を「次に」に改め、同項第二号中「大量ばら積」を

「大量ばら積み」に改め、同項中第九号を第十号とし、第八号の次に次の一号を加える。 

 九 クルーズ港区 専ら観光旅客の利便に供することを目的とする区域 

 第四十五条第一項中「定める料金」の下に「及び第五十条の十八第五項第二号イに規定

する協定民間国際旅客船受入促進施設の所有者が収受する第五十条の二十一の国土交通省

令で定める料金」を加える。 

 第五十条の八第一項中「同条第九項」の下に「（同条第十一項において準用する場合を

含む。次項において同じ。）」を加える。 

 第五十条の九第一項中「以下同じ」を「次項、第五十条の十二第一項、第五十条の十三、

第五十条の十四第一項及び第五十条の十五において同じ」に改め、同条第二項中「以下」



を「第五十条の十二第一項、第五十条の十三及び第五十条の十四第一項において」に改め

る。 

 第五十条の十五の次に次の七条を加える。 

 （国際旅客船拠点形成計画） 

第五十条の十六 国際旅客船拠点形成港湾の港湾管理者（以下「国際旅客船港湾管理者」

という。）は、当該国際旅客船拠点形成港湾について、国際旅客船取扱埠頭を中核とし

て官民の連携による国際旅客船の受入れの促進を図ることにより国際旅客船の寄港の拠

点を形成するための計画（以下「国際旅客船拠点形成計画」という。）を作成すること

ができる。 

２ 国際旅客船拠点形成計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 国際旅客船取扱埠頭における旅客施設を整備する者による係留施設の優先的な利用

その他の官民の連携による国際旅客船の受入れの促進を通じた国際旅客船の寄港の拠

点の形成に関する基本的な方針 

 二 国際旅客船拠点形成計画の目標 

 三 前号の目標を達成するために行う国際旅客船取扱埠頭の機能の高度化を図る事業

（次項及び次条第二項において「国際旅客船取扱埠頭機能高度化事業」という。）そ

の他の事業及びその実施主体に関する事項 

 四 前三号に掲げるもののほか、国際旅客船拠点形成計画の実施に関し当該国際旅客船

港湾管理者が必要と認める事項 

３ 前項第三号に掲げる事項には、国際旅客船取扱埠頭機能高度化事業の実施に係る次に

掲げる事項を定めることができる。 

 一 第二条第六項の規定による認定を要する施設に関する事項 

 二 第三十七条第一項の許可を要する行為に関する事項 

 三 第三十八条の二第一項又は第四項の規定による届出を要する行為に関する事項 

 四 第五十五条の七第一項の国の貸付けに係る国際旅客船港湾管理者の貸付けを受けて

行う同条第二項に規定する特定用途港湾施設の建設又は改良に関する事項 

４ 国際旅客船拠点形成計画は、基本方針に適合したものでなければならない。 

５ 国際旅客船港湾管理者は、国際旅客船拠点形成計画に第二項第三号に掲げる事項を定

めようとするときは、あらかじめ、同号の実施主体として定めようとする者の同意を得

なければならない。 

６ 国際旅客船港湾管理者は、国際旅客船拠点形成計画に第三項第一号又は第四号に掲げ

る事項を定めようとするときは、あらかじめ、国土交通大臣の同意を得なければならな

い。 

７ 国際旅客船港湾管理者は、国際旅客船拠点形成計画を作成したときは、遅滞なく、こ

れを公表するとともに、国土交通大臣及び第二項第三号の実施主体に、国際旅客船拠点

形成計画を送付しなければならない。 



８ 国土交通大臣は、前項の規定により国際旅客船拠点形成計画の送付を受けたときは、

国際旅客船港湾管理者に対し、必要な助言をすることができる。 

９ 第五項から前項までの規定は、国際旅客船拠点形成計画の変更について準用する。 

 （港湾施設等の認定等の特例） 

第五十条の十七 前条第三項第一号に掲げる事項が定められた国際旅客船拠点形成計画が

同条第七項（同条第九項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の

規定により公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る施設についての第二条第

六項の規定による認定があつたものとみなす。 

２ 前条第三項第二号又は第四号に掲げる事項が定められた国際旅客船拠点形成計画が同

条第七項の規定により公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る国際旅客船取

扱埠頭機能高度化事業の実施主体に対する第三十七条第一項の許可又は第五十五条の七

第一項の規定による認定があつたものとみなす。 

３ 前条第三項第三号に掲げる事項が定められた国際旅客船拠点形成計画が同条第七項の

規定により公表されたときは、第三十八条の二第一項又は第四項の規定による届出があ

つたものとみなす。 

 （官民連携国際旅客船受入促進協定の締結等） 

第五十条の十八 国際旅客船港湾管理者は、官民の連携による国際旅客船の受入れの促進

を図るため必要があると認めるときは、国際旅客船拠点形成計画に定められた第五十条

の十六第二項第三号に掲げる事項に係る旅客施設その他の国際旅客船の受入れを促進す

るために必要な港湾施設として国土交通省令で定めるもののうち、国際旅客船港湾管理

者以外の者が整備するもの（以下「民間国際旅客船受入促進施設」という。）の施設所

有者等（当該民間国際旅客船受入促進施設の所有者等（所有者及びその者の株式の所有

その他の事由を通じてその者の事業を実質的に支配し、又はその事業に重要な影響を与

える関係にあるものとして国土交通省令で定める者をいう。以下この条において同

じ。）、その敷地である土地の所有者又は当該土地の使用及び収益を目的とする権利

（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。第三項におい

て同じ。）を有する者をいう。以下同じ。）との間において、国際旅客船取扱埠頭の係

留施設の優先的な利用及び当該民間国際旅客船受入促進施設の一般公衆への供用その他

当該民間国際旅客船受入促進施設の整備又は管理に関する協定を締結することができる。 

２ 前項に規定する協定については、民間国際旅客船受入促進施設の施設所有者等の全員

の合意がなければならない。 

３ 国際旅客船港湾管理者は、官民の連携による国際旅客船の受入れの促進を図るため必

要があると認めるときは、国際旅客船拠点形成計画に定められた第五十条の十六第二項

第三号に掲げる事項に係る建設が予定されている民間国際旅客船受入促進施設又は建設

中の民間国際旅客船受入促進施設の施設所有者等となろうとする者（当該民間国際旅客

船受入促進施設の敷地である土地の所有者又は当該土地の使用及び収益を目的とする権



利を有する者を含む。以下「予定施設所有者等」という。）との間において、国際旅客

船取扱埠頭の係留施設の優先的な利用及び建設後の当該民間国際旅客船受入促進施設の

一般公衆への供用その他当該民間国際旅客船受入促進施設の整備又は管理に関する協定

を締結することができる。 

４ 前項に規定する協定については、民間国際旅客船受入促進施設の予定施設所有者等の

全員の合意がなければならない。 

５ 第一項又は第三項に規定する協定（以下「官民連携国際旅客船受入促進協定」とい

う。）においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 官民連携国際旅客船受入促進協定の目的となる係留施設及び民間国際旅客船受入促

進施設（以下「協定国際旅客船受入促進施設」という。） 

 二 次に掲げる官民の連携による国際旅客船の受入れの促進に関する事項のうち、必要

なもの 

  イ 協定国際旅客船受入促進施設を構成する民間国際旅客船受入促進施設（以下「協

定民間国際旅客船受入促進施設」という。）の所有者等による協定国際旅客船受入

促進施設を構成する係留施設の優先的な利用に関する事項 

  ロ 協定民間国際旅客船受入促進施設の規模、構造又は用途に関する基準 

  ハ 協定民間国際旅客船受入促進施設の整備又は管理の方法 

  ニ 協定民間国際旅客船受入促進施設の整備又は管理に要する費用の負担の方法 

 三 官民連携国際旅客船受入促進協定を変更し、又は廃止する場合の手続 

 四 官民連携国際旅客船受入促進協定の有効期間 

 五 官民連携国際旅客船受入促進協定に違反した場合の措置 

 六 官民連携国際旅客船受入促進協定の掲示方法 

 七 その他必要な事項 

６ 官民連携国際旅客船受入促進協定の内容は、次に掲げる基準のいずれにも適合するも

のでなければならない。 

 一 協定民間国際旅客船受入促進施設の利用を不当に制限するものでないこと。 

 二 前項第二号から第七号までに掲げる事項について国土交通省令で定める基準に適合

するものであること。 

７ 国際旅客船港湾管理者は、官民連携国際旅客船受入促進協定を締結しようとする場合

において、協定国際旅客船受入促進施設が次に掲げる港湾施設を含むものであるときは、

あらかじめ、国土交通大臣の同意を得なければならない。 

 一 国有財産法第三条第二項に規定する行政財産である港湾施設 

 二 その工事の費用を国が負担し、又は補助した地方自治法第二百三十八条第四項に規

定する行政財産である港湾施設 

８ 協定民間国際旅客船受入促進施設の所有者等は、正当な理由がある場合を除き、官民

連携国際旅客船受入促進協定に従つて当該協定民間国際旅客船受入促進施設をその者以



外の者の利用に供しなければならない。 

 （官民連携国際旅客船受入促進協定の縦覧等） 

第五十条の十九 国際旅客船港湾管理者は、官民連携国際旅客船受入促進協定を締結しよ

うとするときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該官民連携

国際旅客船受入促進協定を当該公告の日から二週間利害関係人の縦覧に供さなければな

らない。 

２ 前項の規定による公告があつたときは、利害関係人は、同項の縦覧期間満了の日まで

に、当該官民連携国際旅客船受入促進協定について、国際旅客船港湾管理者に意見書を

提出することができる。 

３ 国際旅客船港湾管理者は、官民連携国際旅客船受入促進協定を締結したときは、国土

交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を公示し、かつ、当該官民連携国際

旅客船受入促進協定の写しを国際旅客船港湾管理者の事務所に備えて一般の閲覧に供す

るとともに、当該官民連携国際旅客船受入促進協定において定めるところにより、協定

国際旅客船受入促進施設又はその敷地内の見やすい場所に、国際旅客船港湾管理者の事

務所においてこれを閲覧に供している旨を掲示しなければならない。 

４ 前条第二項、第四項、第六項及び第七項並びに前三項の規定は、官民連携国際旅客船

受入促進協定において定めた事項の変更について準用する。この場合において、前条第

四項中「予定施設所有者等」とあるのは、「予定施設所有者等（当該民間国際旅客船受

入促進施設の建設後にあつては、施設所有者等）」と読み替えるものとする。 

 （官民連携国際旅客船受入促進協定の効力） 

第五十条の二十 前条第三項（同条第四項において準用する場合を含む。）の規定による

公示のあつた官民連携国際旅客船受入促進協定は、その公示のあつた後において協定民

間国際旅客船受入促進施設の施設所有者等又は予定施設所有者等となつた者に対しても、

その効力があるものとする。 

 （協定民間国際旅客船受入促進施設の所有者の料金） 

第五十条の二十一 第四十五条第二項、第三項及び第六項の規定は、協定民間国際旅客船

受入促進施設の所有者がその所有する協定民間国際旅客船受入促進施設の利用に関する

料金として国土交通省令で定める料金を収受しようとする場合について準用する。この

場合において、同条第二項中「その指定をした国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管

理者」とあり、及び同条第三項中「国土交通大臣又は国際拠点港湾の港湾管理者」とあ

るのは「第五十条の十六第一項に規定する国際旅客船港湾管理者」と、同条第六項中

「前各項」とあるのは「第五十条の二十一において準用する第二項及び第三項」と読み

替えるものとする。 

 （国土交通大臣の援助） 

第五十条の二十二 国土交通大臣は、官民連携国際旅客船受入促進協定を締結し、又は締

結しようとする民間国際旅客船受入促進施設の施設所有者等又は予定施設所有者等に対



し、官民連携国際旅客船受入促進協定の締結及びその円滑な実施に関し必要な情報の提

供、指導、助言その他の援助を行うよう努めるものとする。 

 第五十五条の三の四を第五十五条の三の五とし、第五十五条の三の三を第五十五条の三

の四とし、第五十五条の三の二の次に次の一条を加える。 

 （非常災害の場合における国土交通大臣による港湾施設の管理等） 

第五十五条の三の三 国土交通大臣は、非常災害が発生した場合において、当該非常災害

の発生によりその機能に支障が生じ、又は生ずるおそれがある港湾の港湾管理者から要

請があり、かつ、物資の輸送の状況、当該港湾管理者における業務の実施体制その他の

事情を勘案して必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、当

該港湾管理者の管理する港湾施設の管理の全部又は一部を、期間を定めて、自ら行うこ

とができる。この場合においては、第五十四条第一項及び第五十四条の二第一項の規定

は、適用しない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により港湾施設の管理を開始したときは、遅滞なく、当

該港湾施設を管理する期間その他国土交通省令で定める事項を告示しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、第一項の規定により港湾施設の管理を自ら行う場合において、同項

の港湾管理者から要請があり、かつ、物資の輸送の状況、当該港湾管理者における業務

の実施体制その他の事情を勘案して必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障

のない範囲内で、当該管理の内容又は期間を変更するものとする。 

４ 国土交通大臣は、前項の規定により第二項の規定による告示をした事項に変更があつ

たときは、遅滞なく、変更に係る事項を告示しなければならない。 

５ 第五十五条の三の規定は、第一項の規定により国土交通大臣が港湾施設の管理を行う

場合について準用する。 

 第五十五条の四第一項中「第五十五条の三第一項」の下に「（第五十五条の三の三第五

項において準用する場合を含む。）」を加え、「第五十五条の三の三」を「第五十五条の

三の四」に改める。 

 第五十六条の四第一項第一号イ中「第五十五条の三の四第一項」を「第五十五条の三の

五第一項」に改め、同項第二号及び第三号中「第五十五条の三の四第二項」を「第五十五

条の三の五第二項」に改める。 

 第五十六条の五第一項中「第五十五条の三の四第二項」を「第五十五条の三の五第二

項」に改める。 

 第六十三条第四項第一号中「第五十五条の三の四第二項」を「第五十五条の三の五第二

項」に改め、同項第二号中「第五十五条の三の四第一項」を「第五十五条の三の五第一

項」に改め、同条第六項を次のように改める。 

６ 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 一 第三十八条の二第八項、第五十六条の三第二項又は第五十六条の四第一項の規定に

よる処分に違反した者 



 二 第五十条の二十一において準用する第四十五条第二項の規定による書面の提出をし

ないで、又は提出した書面に記載された料率によらないで、料金を収受した者 

 三 第五十条の二十一において準用する第四十五条第三項の規定による命令に違反して、

料金を収受した者 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

 （政令への委任） 

２ この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

３ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の港

湾法の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 

（国土交通・内閣総理大臣署名） 

 


